
5.3 縮約1自 由度系応答 と漸増載荷解析 を用いる方法 (1)

構造物 に対 して設計スペク トルが与 えられた時に構造物の各部位に生じる地震最大応答を評価す

る方法 として、縮約1自 由度系 の最大応答と静的漸増載荷解析を組み合わせて推定する方法を検討

する。本節では、何 らかの外力分布形 を用いた漸増載荷解析結果に対 して、適宜、割 り増 し係数 を

乗 じて推定値 を与 える方法について検討す る。

地震最大応答の推定に際して地震動時刻歴が与えられれば、骨組モデルの地震応答解析が、一般

的には、現状 にお ける最 も精度の高い推定値 を与 え得 る解析手法である と考 えられる。 しか し、 地

震動の位相特性は未解明な点が多く、地震動時刻歴 を特定で きないのが現状であ り、耐震設計にお
い て は、 従 来 か ら、入力地震動 を応答スペク トルという形で規範化 してきた。縮約1自 由度系の等

価線形化法と漸増載荷解析を組み合 わせて評価する方法は、地震動時刻歴を必要とせず、従来の設

計体系 を踏襲で きる点で有利である。 ま た 、 漸増載荷解析 は、地震応答解析に比べ て、手法が簡便

であるとい うのみならず、解 として与 えられる情報量が格段 に少 なく、感覚的にも明快に解を把握

し得 る。一 方 で、漸増 載 荷解 析 におい て は、4.2.3に お け る検討 の よ うに、得られる応力と変形の分

布 は外力分布形 に大 きく依存 し、外力分布形の選択が重要 になって くる。

5.3.1 推 定方 法 の概 要

本節で提案する推定方法の具体的な手順 は次の1か ら4ま でである。

手順1: 1次 等価変位の最大応答の算定

この部分は、既存 の手法 を用いる もの とする。縮約1自 由度系 の地震応答解析、等価線形化法、

あるいはエネルギーに基づ く方法な どによって、精度良 く算定 されることを想定 している。

手順2: 漸増載荷解析における外力分布形の設定

構造物 と応答スペ ク トルの組み合わせ に応 じて、漸増載荷解析に用いる外力分布形として、最適

外力分布形{f}optを 設定する。最適外力分布形{f}optは 、弾性振動モードに比例した外力分布形の

線 形和 と し、式5.3.1で 表 す。 固有 振動 モ ー ドは、 1層 の刺激関数が正 となるよう符号 を考慮する。

(5.3.1)

ここに、iβ: i次刺激係数、{iu}: i次 振動形、[M]: 質量マ トリクス、n: 階数である。係数1αは1.0

と し、係数iαは 外 力分布形 における i次等価加速度 と1次 等価加速度の比率に相当する。

手順3: 漸増載荷解析の実行

最適外力分布形{f}optを 用いた漸増載荷解析 を行 う。漸増載荷解析における解の参照点は、1次

等価変位が、手順1で 算 出 した最大応答 と等 しくなる点 とする。 この参照点における各層の層間変

位、部材の変形、層せん断力、部材の応力な どを求める。

手順4: 漸増載荷解析結果の割 り増し
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ばらつ きや動的効果を考慮 して、手順3で 得 られた解析結果に増幅係数ωを乗 じる。高次モー ド

の影響 は外力分布形の係数iαで 取 り込むこ とにし、増幅係数ωは全層 で一律の値 とす る。

以上の手順 において、係数iαお よび増幅係数ωが変動因子であ り、構造物 に関す る諸 因子、与 え

られた応答スペ ク トルの特性、1次 等価変位の大 きさ、な どに依存 して最適 な係数 も変化す ると考

えられる。

5.3.2 最適 外 力分布 形

手順2に おいては、漸増載荷解析 に用いる外力分布形 として、最適外力分布形{f}optを 導入 して

いる。最適外力分布形 は、構造物に対 して設計応答 スペ ク トルが与 えられた時、構造物 に生 じると

予想 される地震最大応答 を最 も合理的に与え得 る外力分布形 と定義する。簡単のため、式5.3.1に お

いては、3次 モー ドまでの弾性振動モー ドに比例 した外力分布形の線形和で表すことに し、それ よ

り高次モー ドは採 り入れない ことにする。

(1) 誘導方法

2.1節 で設定 した構造物 と2.2節 で作成 した模擬地震動 を対象 に、最適外力分布形 を算定す ること

にす る。1つ の加速度応答スペク トルに対 して、異なる位相特性 を有す る模擬地震動が5種 類 しか

ないが、 この5種 類の地震応答解析結果の最大値 を評価することを目標 に設定 し、最適外力分布形

を誘導す ることにす る。地震動時刻歴が5種 類のみ というのは必ず しも十分 な数 とは言 えないが、

5.1.1 (2) における検討 より、5種 類の最大値が、対応する応答スペ ク トルに対 する応答の80%上 限

値程度に相当すると考えている。本節では、厳密 な最適外力分布形 を求めることよ りも、構造物や

応答スペ ク トルに関する諸 因子が最適外力分布形 に及ぼす影響 を解明す ることを目的 とする。

まず、構造 物 と加速度応答スペ ク トルを1種 類ずつ選ぶ。1つ の加速度応答スペク トルに対 して、

異なる位相特性 を有する5種 類の模擬地震動があるので、5個 の地震応答解析結果が得 られること

になる。地震応答解析 においては、全体塑性率1μが所定の値 になるように入力地震動の倍率 を調整

する。全体塑性率1μは、0.20, 0.40,…4.0 (0.20刻 み) に設定す る。全体塑性率が同一 になる入力

地震動の倍率が複数存在する場合には、最小の倍率の ものを検討対象 とする。各層の層間変位 に関

して、5種 類の地震応答解析 による最大応答層 間変位の最大値 δj・d・maxを推定目標とする。

次 に、外力分布形 を変化 させた漸増載荷解析 を反復 して実行す ることにより、最適外 力分布形 を

探索する。以下に示す1か ら3ま でを反復 し、誤差 εが最小 となる係数2α、3αの組 を求める。

反復1: 漸増載荷解析の実行

係数2αお よび3αを適当に設定 し、 これに対応する外力分布形{f}を 用いた漸増載荷解析 を行 う。

解の参照点 を全体塑性率が地震応答解析結果 と等 しくなる点 とし、j層の層 間変位δj・s (j=1, 2,…n)

を求める。
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反復2: 増幅係数ωの計算

j層 の層 間変位 について、推定 目標値 δj-dmaxを漸増載荷解析結果δj・sで除 した値 を算出す る。増幅

係数ωは、それらの全層 における最大値 とする。

(5.3.2)

反復3: 誤差 の計算

誤 差 εを式5.3.3に よ り算 出す る。

(5.3.3)

(2)算 出結果

地震応答解析 による最大応答値 と最適外力分布形 による漸増載荷解析 を用 いた推定値の比較例 を

図5.3.1に 示す。同図は、構造物12c、 加速度応答スペ ク トルSa2を 対象 にした ものであ り、全体塑

性率 は0.6, 2.0, 4.0の3種 類 とする。同図では、最適外力分布形 による漸増載荷解析結果 を青線で、

それに増幅係数ωを乗 じて得 られる推定値 を水色線で示 している。

最適外力分布形 を用いた漸増載荷解析 による層間変位 は、5種 類の地震応答解析結果に よる最大

応答層 間変位 の包絡線 を縮小 した分布形状であ り、5種 類の地震応答解析結果の平均的な分布 を与

えている。漸増載荷解析結果 に全層で共通の増幅係数ωを乗 じることにより、すべての層 について、

5種 類の地震応答解析結果の最大値 に近い値 となる。今回は5種 類の地震応答解析結果 の最大値 を

推定 目標 としているが、いずれかの層でそれを上回る別の地震応答解析結果がある とすれば、それ

を考慮 に入れた場合、最適外力分布形 も変化 して しまうことは否めない。

部材 の変形 について も、漸増載荷解析結果 に増幅係数ωを乗 じた推定値 は地震応答解析 による最

大応答値 と近い値である。増幅係数ωは、部材の最大応答変形の推定 において も有効である。一方、

床変位や層せ ん断力 については、漸増載荷解析結果に増幅係数ωを乗 じた値 は、5種 類の地震応答

解析結果の最大値 を上 回る値 を示す。特 に、層せん断力については、別途、割 り増 し係数 を定義す

る必要がある。

構造物12c、 加速度応答スペ ク トルSa2の 組み合わせ について、全体塑性率2.0の ときの係数2α、

係数3α、増幅係数ω、誤差 εを表5.3.1に 示す。同表では、1種 類の入力地震動 ごとに、その最大応

答層 間変位 を推定 目標値 δj・damaxに設定して算出 した最適外力分布形 における各係数 を比較 して示 し

ている。なお、1種 類の入力地震動 ごとに導出 した最適外力分布形 は、4.3節 における等価外力分布

形 と同様の意味 を持つ。

係数2αお よび係数3αは、最適外力分布形 における2次 お よび3次 モー ド比例外力分布形 の割合 を

示す訳であるが、両モー ドの刺激関数の符号 により、下層部 に比べ上層部の応答が大 きければ係数

2αは負の値 とな り、中間層 に比べ て上 ・下層部で応答が大 きければ係数3αは正の値 となる。

1種 類の地震応答解析結果 ごとに係数2αお よび係数3αを算出 した場合、地震波 ごとのばらつ きが

大 きい。4.3節 で も検討 したように、同一の応答スペ ク トルを有する場合で も、地震動時刻歴が異な

れば、等価外 力分布形 も大 きく変 わる。
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5種 類の地震応答解析結果の最大値 を推定 目標 に設定 して算出 した係数2αお よび係数3αは 、1種

類の地震応答解析結果 ごとに算出 した係数の平均的な値 を示す。 しか し単純 な平均値 ではな く、単

に、5種 類の地震応答解析結果の最大値 に合 わせるための便宜的な意味合い も強い。特 に、係数3α

については、便宜性が強 く、1種 類の地震応答解析結果 ごとに算出 した係数 よ りも大 きくなる傾向

がある。同一の応答スペク トルの もとで、地震動時刻歴の違いによ り、下層増大型の応答 と上層増

大型の応答が混在する時、推定 目標 とす る層 間変位は上層部お よび下層部増大型 とな り、係数3α

が正側 に大 きくなる。すなわち、係数2αにおいて地震波 ごとの差が大 きいほど、係数3αが増大す る。

1種 類の地震応答解析結果 ごとに算出 した増幅係数ωは動的効果 を表す。構造 物の地震応答 にお

いて、高次モー ドの影響 により、1次 等価変位 の最大応答時に各層の最大応答層間変位 が生 じると

は限 らない。すなわち、1次 等価変位の最大応答時の各層の層間変位は、最大応答層 間変位以下 で

ある。そのため、漸増載荷解析において、1次 等価変位が最大応答値 と等 しくなる点 を参照するこ

とにより得 られる層 間変位 は、いずれかの層 において も地震応答解析 による最大応答値以下 となる。

よって、1.0よ り大 きい値 の増幅係数ωが必要である。1次 等価変位の最大応答 と全層 の最大応答層

間変位が同時に生 じれば、増幅係数ωは1.0と なる。

これに対 して、5種 類 の地震応答解析結果の最大値 を推定 目標 に設定 して算出 した増幅係数ωは、

地震動時刻歴の違いによる応答変形 の分布のばらつ きに因る ところが大 きい。最適外力分布形 によ

る漸増載荷解析結果は、5種 類 の地震応答解析結果の中央値 に近いが、地震動時刻歴 の違いに よる

応答変形の分布形状 のばらつ きによって、5種 類 の地震応答解析結果 うちの最大値 と中央値 の比が

大 きくなるほど、増幅係数ωは大 きくなる。

表5.3.1 最適外力分布形にお ける各係数の算定例

弾性 固有周期 を変動 因子 とした7種 類の12階 建て構造物の うちの4種 類の構造物 について算 出 し

た係数2αおよび係数3αを図5.3.2に 示す。同図では、各構造物 について、応答スペク トルの違い に

よる係数の違いを示 してお り、横軸 を全体塑性率 としてプロッ トしている。

係数2αおよび係数3αは、全体塑性率1.0前 後で変動が大 きく、全体塑性率2.0以 上では、比較的変

化が少ない。全体塑性率1.0前 後では、構造物 内で降伏が生 じる部位は、地震動の時刻歴や位相特性

に大 きく依存す る。そのため、地震動時刻歴が異なれば応答変形の分布性状 も異な り、また、地震

動の倍率 を微妙 に変化 させれば応答変形の分布性状 も大 き く変わる。それ に対 し、変形 レベルが大

きくなれば、地震動時刻歴が異 なって も比較的類似 した応答変形分布性状 にな り、地震動の応答ス

ペ ク トル特性の影響が強 くなると言える。

構造物12aお よび構造物12cに おいては、応答スペ ク トルごとの係数2αお よび係数3αの相対関係

には、明確 な特性が見 られる。短周期の加速度応答の大 きいSa1ほ ど、係数2αは負側に大 きく、係

数3αは正側 に大 きい。また、同一の応答スペク トルについて構造物12aと 構造物12cを 比較す ると、
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固有周期の長い構造物12cほ ど、係数2αは負側 に大 きく、係数3αは正側 に大 きい。係数2αに関する

大小 関係は、図3.3.9に 示 した等価最大応答層 間変位 に関する2次 と1次 の比の大小 関係 とほぼ対応

している。3次 の係数3αに関 してこれはあてはまらない。係数3αは、2次 モー ドのばらつ きによっ

て増大するためである。

構造 物12eお よび構造 物12gに おいては、応答スペク トルの違いによる係数2αお よび係数3αの差

が顕著でない。これら2つ の構造 物 における係数2αお よび係数3αは、構造物12cと 加速度応答 スペ

ク トルSa1あ るいはSa2の 組み合わせ における係数 と近い値 である。

固有周期 を0.72秒 として算出 した層せん断力係数Ai分 布に対応 した外力分布形は、4.1.2節 で示

した ように、式5.3.4で 表 される。

(5.3.4)

ここに、iβ: i次 刺激係数、{iu}: i次 振動形、[M]: 質量マ トリクスである。

Ai分 布 における2次 および3次 の係数は、構造物12cと 加速度応答スペ ク トルSa3の 組み合わせ、

あるいは構造物12aと 加速度応答 スペ ク トルSa1の 組み合わせ における全体塑性率2.0前 後における

最適外力分布形 における係数2αお よび係数3αと最 も近 い。逆に言 えば、これ らの組み合わせ におけ

る最適外力分布形 はAi分 布 に比較的近い と言える。構造物12eお よび構造物12gに おける最適外力

分布形の係数 は、2次 お よび3次 とも絶対値がAi分 布 の係数 よ り大 きい値である。

(3) 応答スペ ク トル との関係

構造物 と応答 スペ ク トルの各組み合 わせについて、各次モー ドの振動 の生 じやす さを検討するた

め、弾塑性域 における各次モー ドの加速度応答スペ ク トル値iSaを 、弾性応答スペク トルを用 いて

推定する。1次 モー ドの加速度応答スペク トル値1Saの 計算では、全体塑性率1μに応 じた等価周期1T

と等価減衰1hを 考慮す る。 ここで、全体塑性率1μは、1次 等価変位 に関す る塑性率である。

粘性減衰 に起因す る減衰定数は振動数比例型 とし、履歴減衰に対す る等価粘性減衰定数heqは 式

4.1.13と 同様 に式5.3.5と する。

(5.3.5)

等価減衰1hに 応 じて、加速度応答スペ ク トル値 に減衰補正係数Fhを 乗 じる。減衰補正係数Fhは 式

5.3.6と す る。

(5.3.6)

2次 モー ドの等価周期2Tは 、1次 等価周期1Tに 比例 して変化す るもの と仮定 し、粘性減衰 に起因

する減衰定数は振動数比例型 とし、履歴減衰に対す る等価粘性減衰定数は1次 モー ドと同一 とする。

1次 モー ドに対する2次 モー ドあるいは3次 モー ドの加速度応答スペ ク トル値の比率 、iSa/1Saを

算出 し、固有周期 を変動因子 とする4種 類 の構造物について図5.3.3に 示す。図5.3.2と 図5.3.3を 比
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較すると、同一全体塑性率 における各曲線の相対 関係 が類似である。す なわち、2次 モー ドについ

ては、加速度応答スペ ク トル値 の比が大 きくなるほ ど、係数2αが小 さくなる傾 向がある。3次 モー

ドについては、加速度応答スペ ク トル値 の比が大 き くなるほ ど、係数3αは大 きくなる傾 向が ある。

また、構造物12eの2次 の比 や、構造物12gの2次 お よび3次 の比 は、応答スペ ク トルの種類の違い

による差が無い。

加速度応答スペ ク トル値 の比iSa/1Saと 最適外力分布形における係数iαの 関係 を図5.3.4に 示す。

同図は、7種 類の構造物 と4種 類の加速度応答スペ ク トルを掛け合せた合計28通 りの組 み合 わせ に

ついて、全体塑性率2.0を 対象 としたプロ ットである。記号 について、構造物 は色で区別 し、加速度

応答スペク トルは数字で区別 している。

構造物12eよ りも固有周期が短 い構造物 においては、加速度応答スペ ク トル値の比が増大 すれば、

その変化 と線形に近い関係で係数2αは減少 し、係数3αは増大す る。2Sa/1Sa』が小 さいほ ど、係数2α

は大 きく、固有周期が短い構造物 と長周期が卓越 した地震動の組み合 わせでは、下層部 の外 力 を割

り増 しした外力分布形が最適であることを意味 している。係数2αは、2Sa/1Sa=1.0付 近を境 に符号

が反転 している。 これ よりも加速度応答スペク トル値 の比の大 きい領域では、上層部の外力 を割 り

増 しした外力分布形が最適である。一方、構造物12fや 構造 物12gで は、加速度応答スペク トル値の

比が大 きいわ りには、係数2αお よび3αの絶対値 は大 きくない。両構造 物の係数2αお よび3αは、そ

れぞれほぼ等 しい値である。

28通 りの解析例のすべてに関 して、加速度応答スペク トル値 の比iSa/1Saと 係数 」αの相 関係数は、

2次 では-0.59、3次 では0.74で あ り、2次 に関 しては相関が弱い。そ こで、構造物12aか ら構造 物

12eま で と、構造 物12fお よび構造物12gの2領 域 に分 けて相関係数 を求めてみる。構造物12aか ら

構造物12eま でについては、相 関係数は2次 で-0.87、3次 で0.86で あ り、強い相関が見 られる。こ

の領域 における線形 回帰直線 は、式5.3.7お よび式5.3.8で ある。

(5.3.7)

(5.3.8)

式5.3.7お よび式5.3.8を 簡略化 し、構造物12fお よび構 造物12gの 領 域 にお け る係 数iαを 丸 め た

一 定値 とす るこ とに よ り、加 速度 応答 スペ ク トル値 の比iSa/1Saと 係 数、 αの 関係 式 と して式5.3.9

お よび式5.3.10を 設定 す る。図5.3.4中 の黒 細 点線 は 、 これ らの関係 式 を示 してい る。

(5.3.9)

(5.3.10)
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全体塑性率0.6お よび3.0を 対象 に、加速度応答スペ ク トル値 の比iSa/1Saと 最適外力分布形 にお

ける係数iαの 関係 を図5.3.5に 示す。同図中の黒細点線 は、式5.3.9お よび式5.3.10を 示 している。

全体塑性率0.6お よび3.0に ついて、加速度応答 スペク トル値 の比iSa/1Saと 係数iαの 関係 におい

て見 られる傾 向は、全体塑性率2.0と 同様 である。全体塑性率2.0に 関する回帰式である式5.3.9お よ

び式5.3.10と の関係 について も、特に著 しくこの関係線 より外 れる とい うことはない。全体塑性率

ごとに関係 式 を設定す るの は煩雑 さを増すので、すべ ての全体塑性率 に対 して式5.3.9お よび式

5.3.10を 適用す ることにする。

(4) 諸 因子の影響

最適外力分布形 における係数2αお よび3αをついて、設計外力分布形を変動因子 とした3種 類の構

造物 における比較 を図5.3.6に 、弾性剛性の分布 を変動因子 とした3種 類 の構造物 における比較 を図

5.3.7に 示す。応答スペク トルSa2お よびSa4と の組み合わせ を採 り上げて示 している。

4.3.2 (5) では、等価外力分布形 については、構造 物の設計外力分布形 の影響は比較的小 さい。図

5.3.6で は、設計外力分布形の変動 により各構造物の係数2αお よび3αに差が生 じているものの、そ

の差 は比較的小 さい。設計外力分布形が異 なっても同一の最適外力分布形が適用で きるものとする。

一方、弾性剛性の分布の影響は無視 できない。係数2αが負の値 になる時に、上層部 の刺激関数が

大 きい構造物12cBの 方が係数2αの絶対値が小 さくなる。弾性剛性の分布が異 なる場合 には係数の換

.算が必要 になって くるが、本研究では省略す る。

5.3.3 提案方法の検証

(1) 増幅係数 と推定誤差

誤差εを最小 となるように係数2αお よび3αを精算 した際の増幅係数ωおよび誤差εと、式5.3.9お

よび式5.3.10に よ り略算 した係数2αお よび3αを用 いて再計算 した増幅係 数ωお よび誤差 εを図

5.3.8に 示す。同図 は、7種 類の構造物、4種 類の加速度応答スペ ク トルお よび20種 類 の全体塑性率

を掛 け合せた合計560通 りの組み合わせ について、横軸 を全体塑性率 としてプロッ トしている。記号

は、構造物 を色で区別 し、加速度応答 スペ ク トルを数字で区別 している。

係数2αお よび3αを精算 した場合 には増幅係数ωは2.0未 満に収 まっている。固有周期 が短い構造

物 と短周期 の加速度応答の小 さい応答 スペ ク トルの組 み合 わせほど、増幅係数は小 さい。増幅係数

が小 さいほど、地震動時刻歴 の違いによる応答変形の分布 のば らつ きが小 さいことを示 している。

構造物12gに おいて、全体塑性率1.2と 全体塑性率2.8以 上において増幅係数 は最 も大 きい。誤差ε

については、最適外力分布形にて考慮する弾性モー ド比例外力分布形 を全12モ ー ドまで とすれば、

誤差εは0.0に なるはずであるが、4次 モー ド以上を考慮 しないために誤差εは0.0で はな くなる。そ

れで も、すべ ての解析例 において誤差εは小 さな値であ り、最大 は構造物12g、 応答スペク トルSa1、

全体塑性率1.2の 組み合 わせ で1.21で ある。これは、全層平均で30%程 度の残差が生 じていることに

相当す る。
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係数2αお よび3αを簡略化 した算定式5.3.9お よび式5.3.10で 与 えることによ り、増幅係数ωは増

大す る。両式は、本来、全体塑性率2.0に 関する回帰式である。全体塑性率2.0に おける増幅係数 を

見ると、構造物12b、 構造物12cお よび構造物12dと 、応答スペ ク トルSa1か らSa3ま での組み合 わせ

で増幅係数は大 きく、最大は構造物12bと 応答 スペ ク トルSa2の 組み合 わせで2.54で ある。全体塑性

率2.0に 関する回帰式 を他の全体塑性率 に対 して転用 して も、全体塑性率0.6以 下、あるいは全体塑

性率1.6以 上においては、全体塑性率2.0に 比べて増幅係数が著 しく増大するとい うことはない。全

体塑性率0.6の すべての解析例で増幅係数は1.8未 満である。全体塑性率2.0以 上3.0未 満では、増幅

係数が2.5を 超 える解析例があるが、構造物12dと 応答スペ ク トルSa4の 組み合 わせ や、構造物12f

と応答スペ ク トルSa1の 組み合 わせなどであ り、増幅係数が大 きくなる組み合 わせ に関する傾 向は

特 に明確ではない。全体塑性率3.0以 上では構造物12gを 除 く大部分 で増幅係数 は2.0未 満である。

増幅係数ωをおお まか に与えれば、全体塑性率0.6以 下に対 しては1.8、 全体塑性率1.6以 上では2.5

である。

全体塑性率1.0前 後では、増幅係数が著 しく増大する場合がある。全体塑性率0.8以 上1.6以 下では、

総解析例数140の うち、増幅係数が2.0未 満 に収 まるのは84%で あるが、8個 の解析例で増幅係数が

3.0を 超える。最大は、構造物12dと 応答スペ ク トルSa2、 全体塑性率1.6の 組み合 わせで、増幅係数

は6.0を 超 える。全体塑性率1.0前 後では、地震動時刻歴の違 いにより、降伏す る部位やその変形 の

大 きさに大 きなば らつ きが生 じることがあることが伺 える。

(2) 他の外力分布形 との比較

最適外力分布形 を、層せん断力係数Ai分 布 (Ai分布)、 モー ドの層せん断力の2乗 和平方 (SRSS)

に対応する外力分布形あるいは1次 モー ド比例外力分布形 (1st) と比較する。4種 類 の構造物 と応

答スペ ク トルの組み合わせ に対 して、外力分布形の比較を図5.3.9に 、部材塑性率の分布の比較 を図

5.3.10に 、増幅係数ωの比較 を図5.3.11に 示す。最適外力分布形は、係数2αお よび3αを精算 した場

合 と、算定式5.3.9お よび式5.3.10に より略算 した場合の2種 類 とす る。検討対象は、構造物12aと

応答 スペク トルSa4の 組み合わせ (以下、12a-Sa4と 略記)、構造物12cと 応答 スペ ク トルSa1の 組み

合 わせ(12c-Sa1)、 構造物12cと 応答スペ ク トルSa3の 組み合わせ (12c-Sa3)、 お よび構造 物12gと

応答スペ ク トルSa2の 組み合わせ (12g-Sa2)の4種 類である。図5.3.9は 、全体塑性率2.0に 関する

比較であ り、図5.3.10で は、全体塑性率2.0に ついて、5種 類 の地震応答解析結果 と5種 類の漸増載

荷解析結果 を示 している。図5.3.11に 示す増幅係数ωは、層間変位 に関 して地震応答解析結果 を漸

増載荷解析結果で除 した値の全層 における最大値 である。 なお、層せん断力係数Ai分 布 において、

Aiの 算定 には構造物 ごとの弾性1次 固有周期 を用いている。ちなみに、構造物の設計層せん断力係

数は、固有周期 を0.72秒 として算定 したAi分 布である。

略算 した最適外力分布形では、大部分の解析例で増幅係数ωは2.50未 満である。地震動時刻歴の

違いによる応答変形の分布のばらつきが少 ない12a-Sa4で は、すべての全体塑性率に対 して増幅係数

は1.35未 満である。それ以外 の組み合 わせ、す なわち12c-Sa1、12c-Sa3お よび12g-Sa2で は、地震動

時刻歴の違いによる応答変形の分布のばらつ きや、最適外力分布形 の略算方法の影響 を受 け、増幅

係数が2.0を 超える例が見 られる。
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Ai分 布による漸増載荷解析結果は、固有周期の短い構造物12aで は下層部増大型の変形分布であ

り、固有周期の長 い構造 物12gほ ど上層部増大型の変形分布である。変形分布 は、構造物にのみ依

存 し、与 えられた応答 スペ ク トルには依存 しない。変形分布が上層増大型 と下層増大型の どちらで

あるかは、設計層せん断力係数の分布 と漸増載荷解析 における層せん断力係数の分布の関係 に依存

する。両者が等 しい分布である構造物12cに おいては、梁の塑性率はほぼ均等 に分布する。 また、

弾性1次 固有周期 の長い構造 物 ほど漸増載荷時の上層部 の層せん断力係数が大 きくな り、上層部増

大型の変形分布 となる。 この ようなAi分 布 による漸増載荷解析結果 は、12a-Sa4で は下層部増大型

の応答が多 く、12g-Sa2で は上層部増大型の応答が多い、という点 においては、地震応答解析結果 と

対応 している。 しか し、構造物12cに おける応答スペ ク トルの違 いによる応答変形 の分布 の違 いを

考慮することはで きない。構造物12cは 、Sa1に 対する応答 は上層部増大型の変形分布であ り、Sa3

に対する応答 は均等分布型である。これに対 し、Ai分 布 による漸増載荷解析結果は、応答スペ ク ト

ルに関係無 く、均等分布型である。

増幅係数ωについては、多 くの解析例 において、略算 した最適外力分布形 よりも一回 り大 きい値

が必要である。12a-Sa4に 関 しては、増幅係数は1.50未 満 と小 さい。12cに 関 しては、上層部増大型

の応答変形 の分布 を考慮で きないため、Sa1に 対 して増幅係数は大 きく、4.0を 超 える場合がある。

均等分布型の応答 となるSa3に 対 しては、増幅係数はすべ ての全体塑性率 において2.0未 満 と小 さ く、

略算 した最適外力分布形 よ りも小 さい場合 もある。12a-Sa3は 、最適外力分布形が層せん断力係 数

Ai分 布 と比較的近い。12g-Sa2に おいては、A、分布の増幅係数 は略算 した最適外力分布形 の増幅係数

と比べ て、0.3～0.8程 度大 きい。

概 して、層せん断力係数A、分布は、最適外力分布形 よ りは劣 るものの、地震動時刻歴 ごとにば ら

つ く地震最大応答 の平均 に近 い推定値 を与 え得 ると言える。ただ し、応答スペ ク トルの影響 を考慮

で きないのが難点 である。固有周期が比較的短い構造 物 と短周期の加速度応答の大 きい応答 スペ ク

トルの組み合 わせ において、上層部増大型の変形分布 となる地震応答 とは対応せず、大 きな増幅係

数 を必要 とす る。

1stに よる漸増載荷解析結果 は、いずれの構造物 において も、上層部の変形の小 さい応答変形分

布 である。増幅係数ωについては、下層部増大型の応答変形分布である12a-Sa4に 関 しては、最大1.80

であ り、比較的小 さいと言 える。それ以外 の組み合わせでは、全体塑性率が1.0を 超 えると増幅係数

が激増す る。均等分布型や上層部増大型の地震応答が出現するためである。

SRSSは 構造物 と応答スペ ク トル に応 じて高次モー ドの影響 を考慮 で きる外力分布形 であるが、

1stと 同様 に、12a-Sa4を 除 く解析例 においては、全体塑性率が1.0を 超えると増幅係数が増大 して

いる。これ らの解析例 において、SRSSで は高次モー ドの効果がほ とんど表れていない。これは、加

速度応答スペク トル値の高次 と1次 の比が小 さい こと、2乗 和平方することによ り2次 あるいは3

次 の効果が薄れることに因る。全体塑性率が大 きい領域や、固有周期の長い構造物 においては、加

速度応答 スペ ク トル値 の2次 あるいは3次 と1次 の比が増大す ることにより、増幅係数が比較的小

さい値で収 まっている。
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(3) 層せ ん断力の割 り増 し係数

構造物12g、 加速度応答スペク トルSa1、 全体塑性率2.0の 組み合 わせ (以下、12g-Sa1-2.0と 略記)

における層せん断力 と曲げモーメン トの分布 について、地震応答解析結果 と略算 した最適外力分布

形による漸増載荷解析結果の比較 を図5.3.12に 示す。層せん断力は、該当層以上の重量で除 した層

せん断力係数 として示 している。

すべての地震動時刻歴のすべ ての層 について、最大応答層せん断力は、略算 した最適外力分布形

による漸増載荷解析結果 を上回っている。5種 類の地震応答解析結果の最大値 と略算 した最適外力

分布形による漸増載荷解析結果の比は、1層 で1.26、6層 で1.27、12層 で1.63で ある。最上層 のみ

比率が大 きく、その他 の層では1.10～1.30程 度である。最上層 では、高次 モー ドに よる応答層せ ん

断力の上昇は非常に大 きい。柱の曲げモーメン トについて も、すべての部位で、地震応答解析 に よ

る最大応答値 は、略算 した最適外力分布形 による漸増載荷解析結果 を上回っている。地震応答解析

による最大応答値 と漸増載荷解析結果の比 は、12層 柱脚で2.81、1層 柱頭で1.92で あ り、この2箇

所で特 に大 きく、中層部の柱では1.30～1.50程 度である。

略算 した最適外力分布形お よび層せん断力係数Ai分 布 を用いた漸増載荷解析 につ いて、最大応答

層せん断力に関する増幅係数 を図5.3.13に 示す。同図は、7種 類の構造物、4種 類の加速度応答ス

ペク トルおよび20種 類の全体塑性率 を掛け合せた合計560通 りの組み合 わせについて、横軸 を全体塑

性率 としてプロ ットしている。記号は、構造物 を色で区別 し、加速度応答スペク トルを数字で区別

している。増幅係数は層 ごとに算 出 し、図5.3.13の 一方の図では1層 か ら11層 までの増幅係数の最

大値 を示 し、 もう一方では12層 の増幅係数 を示 している。j層 の増幅係数ωsjは式5.3.11と する。

(5.3.11)

ここに、Qj・d・max:地震応答解析によるj層 の最大応答層せん断力の最大値、Qj・s:略算 した外力分布

形 を用いた漸増載荷解析 によるj層 の層せん断力である。

最適外力分布形 をAi分 布 と比較すると、1層 か ら11層 までの増幅係数の最大値 は減少 し、12層 の

増幅係数 は増大する。最適外力分布形は、最大応答変形の分布 に適合するよう定めた ものであ り、

高次 モー ドによる瞬間的な層せん断力の増大 を考慮 しようとす るものではない。そのため、高次モ

ー ドの影響が特に大 きい最上層部 にお いては、大 きな増幅係数 を必要 とする。

最適外力分布形 による1層 か ら11層 までの増幅係数 は、固有周期 が長い構造物 ほど大 きくな り、

全体塑性率が増大するほど微増する。増幅係数は、概ね、構造物12aで は1.10程 度、構造 物12gで は

1.30程 度である。構造物129と 応答スペク トルSa1あ るいはSa2と の組み合わせでは、全体塑性率が

2.80を 超 える と、増幅係数は1.60程 度 とやや大 きい。12層 の増幅係数 は、固有周期の長い構造物ほ

ど大 きく、全体塑性率が大 きいほ ど増加する傾向にあるが、全体塑性率1.0付 近で も大 きい場合があ

る。増幅係数 は、構造物、応答スペク トル、全体塑性率によ り様々であ り、1.0～2.15の 広 い範囲に

分布 している。敢えて簡略的な数値 を与 えるならば、構造物12aで は1.20、 構造物12dで は1.50、 構

造物12gで は全体塑性率2.0以 上で1.70、 全体塑性率2.0を 超 える領域で2.10と なる。
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(1a) 床 変位 (1b) 部材 変形 (1c) 層 間変形 (1d) 層せ ん断力

(1) 12c-Sa2-0.6

(2a) 床 変位 (2b) 部材 変形 (2c) 層 間変 形 (2d) 層せ ん断 力

(2) 12c-Sa2-2.0

(3a) 床 変位 (3b)部 材変 形 (3c) 層 間変形 (3d) 層 せ ん断力

(3) 12c-Sa2-4.0

図5.3-1 地震応答解析結果と漸増載荷解析結果の比較例
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(1a) 構 造物12a, 2次 の係 数 (1b) 構 造物12a, 3次 の係 数

(2a) 構 造物12c, 2次 の係 数 (2b) 構 造物12c, 3次 の係 数

(3a) 構 造物12e, 2次 の係 数 (3b) 構造 物12e, 3次 の係 数

(4a) 構 造物12g, 2次 の係 数 (4b) 構造 物12g, 3次 の係 数

図5.3.2 最適 外 力分布 形 に おけ る係 数2αお よび3α―固 有周 期 の影響 ―
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(1a) 構 造 物12a, 2次 の 比 (1b) 構 造 物12a, 3次 の 比

(2a) 構 造 物12c, 2次 の 比 (2b) 構造物12c, 3次 の比

(3a) 構 造 物12e, 2次 の 比 (3b) 構 造物12e, 3次 の 比

(4a) 構 造物12g, 2次 の比 (4b) 構造 物12g, 3次 の比

図5.3.3 加速度応答スペク トル値の比 ―固有周期の影響―
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(a) 2次 の係 数 (b) 3次 の係 数

図5.3.4 加 速度 応答 ス ペク トル値 の比 と係 数2αお よび3αの 関 係―全体塑性率2.0―

(1a) 2次 の係 数 (1b) 3次 の係 数

(1) 全 体塑性 率0.6

(2a) 2次 の係 数 (2b) 3次 の係 数

(2) 全体塑 性率3.0

図5.3.5 加 速 度応 答 スペ ク トル 値の 比 と係数2αお よび3αの 関 係―全体 塑 性 率0.6, 3.0―
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(1a) Sa2, 2次 の 比 (1b) Sa2, 3次 の 比

(2a) Sa4, 2次 の 比 (2b) Sa4, 3次 の 比

図5.3.6 最 適外 力分布 形 にお ける係数2αおよび 3α―設計外力分布形の影響―

(1a) Sa2, 2次 の 比 (1b) Sa2, 3次 の 比

(2a) Sa4, 2次 の 比 (2b) Sa4, 3次 の 比

図5.3.7 最適 外 力分 布形 における係数 2αおよび3α―弾 性剛性の分布の影響―
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(1a) 増幅係 数 (1b) 誤 差

(1) 係 数2αお よび3αを 精 算 した場合

(2a) 増 幅係 数 (2b) 誤 差

(2) 係 数2αお よび3αを 略 算 した場合

図5.3.8 増 幅係 数 と誤 差

(1) 12a-Sa4-2.0(2) 12c-Sa1-2.0(3) 12c-Sa3-2.0(4) 12g-Sa2-2.0

図5.3.9 外 力分 布形 ―他 の 外力 分布形 との 比較 ―
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(1) 12a-Sa4-2.0 (2) 12c-Sa1-2.0 (3) 12c-Sa3-2.0 (4) 12g-Sa2-2.0

図5.3.10 部材塑性率の分布 ―他の外 力分布形との比較―

(1) 12a-Sa4 (2) 12c-Sa1

(3) 12c-Sa3 (4) 12g-Sa2

図5.3.11 増 幅 係数 ―他 の 外力分 布形 との 比較 ―
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(1) 層せん断力 (2) 柱 の 曲げモ ー メ ン ト

12g-Sa1-2.0

図5.3.12 層 せん 断 力 と柱 の曲 げモー メン トの 分布

(1a) 1層 か ら11層 まで の最大 (1b) 12層

(1) 最適外力分布形

(2a) 1層 か ら11層 までの最 大 (2b) 12層

(2) 層せん断力係数Ai分 布

図5.3.13 層 せん 断 力の割 り増 し係 数
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5.4 縮約1自 由度系応答 と漸増載荷解析 を用いる方法 (2)

前節 と同様 に、構造物 に対 して設計スペ ク トルが与えられた時に構造 物の各部位 に生 じる地震最

大応答 を評価 する方法 について検討する。本節では、縮約1自 由度系の最大応答 と複数 の静的漸増

載荷解析 を組 み合わせて推定する方法 を検討する。

1種 類のみの漸増載荷解析 を用いる方法では、前節で検討 したように、地震動時刻歴 ごとにさま

ざま異なる地震最大応答 の分布性状 に対応することが難 しく、最適な外力分布形 を用いた として も、

算定値 に対 して複雑 な割 り増 し係数 を乗ず る必要がある。そこで本節では、外力分布形 を変 えた複

数の漸増載荷解析 を行 うことによ り、割 り増 し係数の必要のない推定方法の確立 を目指 す。

5.4.1 推 定方 法 の概要

本節で提案す る推定方法の具体的な手順 は次 の1か ら3ま でである。

手順1: 1次 等価変位 の最大応答の算定

この部分 は、既存の手法 を用いる もの とする。縮約1自 由度系の地震応答解析 、等価線形化法、

あるいはエネルギーに基づ く方法などによって、精度良 く算定 されることを想定 している。

手順2: 漸増載荷解析 における外力分布形 の設定

漸増載荷解析 に用いる外力分布形 として、モー ドの直和 {f} +お よびモー ドの差分 {f} -の2種 類

を設定す る。 これ ら2種 類の外力分布形は4.1.1 (3) で既出であるが、1次 お よび2次 の固有振動モ
ー ドに比例 した外力分布形の線形和 として式5.4.1で 表す。各次の固有振動モー ドは、1層 の刺激関

数が正 となるよう符号 を考慮す る。

(5.4.1)

ここに、[M]: 質量マ トリクス、iβ: i次 刺激係数、{iu}: i次 振動形 である。係数 α+お よび α-は、

外力分布形における2次 等価加速度 と1次 等価加速度の比率 に相当 し、係数α+は 正の値、係数α-

は負の値 をとる。係数α+お よび α-の決定方法は検討事項である。

手順3: 漸増載荷解析 の実行

2種 類の外 力分布形 {f} +お よび {f} -を 用いた漸増載荷解析 をそれぞれ行 う。漸増載荷解析 にお

ける解の参照点 は、1次 等価変位が、手順1で 算出 した最大応答 と等 しくなる点 とする。 この参照

点における各層の層 間変位、部材の変形、層せ ん断力、部材の応力 などを求める。2種 類の漸増載

荷解析 によ り算定値が2種 類ずつ得 られるが、そのうちの大 きい方 を地震最大応答の推定値 とする。

5.4.1 2種 類 の外 力分 布形

(1) モ ー ドの直和 と差 分
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ある構造物 に対 して、応答スペ ク トルが同一 な複数の入力地震動 に対する地震応答 を考 えれば、

地震動の時刻歴特性の違いにより、地震最大応答変形の分布の性状 も異 なる。 この応答 変形分布 の

ば らつ きは、高次モー ドの振動 に因るものであるが、特 に、2次 モー ドの変位応答の特性 の違いに

起因するところが大 きい。2次 モー ドの位相特性 の影響 については、2次 モー ドの変位応答が1次

モー ドと同 じ向 きで生 じれば、下層部の変形が増大することにな り、逆向 きで生 じれば、上層部の

変形が増大す る。 この ような位相特性は、入力地震動の時刻歴 に大 き く依存す るが、その関係 を明

確 にするのは難 しい。そこで、2次 モー ドの変位応答が1次 モー ドと同 じ向 きで生 じる場合 に対 し

て、外力分布形 をモー ドの直和 とした漸増載荷解析 により評価 し、逆向 きに生 じる場合 に対 して、

モー ドの差分 によ り評価することにする。

モ ー ドの直 和 {f} +お よび モー ドの差 分 {f} -を 表 す式5.4.1の 中で 、係 数 α+お よ び α-は 変 動 可

能 な係数 で あ り、 その決 定方 法 は検 討事 項 とな り得 る。4.1.1 (3) の よ うに加 速 度応 答 スペ ク トル値

の比 で与 え よう とすれ ば、 α+お よび α-は 式5.4.2で 表 され る。

(5.4.2)

ここに、iSaは 、i次 固有周期 における加速度応答スペ ク トル値であ る。係数γ+お よび γ-は変動可

能 な係数であるが、 ともに1.0と する。

仮 に、構造物の応答が1次 モー ドお よび2次 モー ドのみで構成 され、構造物の応答が弾性域 に と

どまれば、係数+α+お よび-α-は2Sa/1Sa以 下である。1次 モー ドと2次 モー ドの変位応答が完全

に同位相で生 じる場合 にα+=+2Sa/1Saが 対応 し、逆位相の場合 にα-=-2Sa/1Saが 対応する。実際

には、同位相あるいは逆位相であることはまれである し、さらに、3次 モー ド以上の振動 の影響や、

構造物の塑性化の影響 もある。

係数 γ+お よび γ-を理論的 に決定するのは困難であるが、係数 γ+を増大 させれば、下層部の算

定値が増大 し、係数 γ-を増大 させれば、上層部の算定値が増大す る。2種 類 の漸増載荷解析結果

の大 きい方 を取ることにすれば、係数 γ+お よび γ-を 大 きくするほど、構造 物のほぼすべての部位

で安全側 の評価が得 られる。そ こで、簡略的に係数 γ+お よび γ-は1.0に 設定する。

(2) 推定値の算定例

5.4.1項 に示 した提案方法 を、2.1節で設定 した構造物 と2.2節 で作成 した模擬地震動 に適用 してみ

る。 まず、構造物 と加速度応答スペ ク トルを1種 類ずつ選ぶ。1種 類 の加速度応答スペ ク トルに対

して、異なる位相特性 を有する5種 類の模擬地震動があるので、5個 の地震応答解析結果が得 られ

ることになる。地震応答解析においては、全体塑性率1μが所定の値 になるように入力地震動の倍率

を調整す る。全体塑性率1μは、0.20, 0.40, …4.0 (0.20刻 み) に設定する。全体塑性率が 同一にな

る入力地震動 の倍率が複数存在する場合には、最小の倍率の ものを検討対象 とする。

次 に、2種 類の漸増載荷解析 を行 うが、解の参照点は全体塑性率が地震応答解析で設定 したもの

等 しくとなる点 とする。5種 類の地震応答解析結果 における最大応答1次 等価変位 と、2種 類の漸

増載荷解析 における1次 等価変位 は、すべて等 しい値 となる。す なわち、応答変形の分布 のみが検
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討対象 となる。

弾塑性域 における各次モー ドの加速度応答値iSaは 、弾性応答 スペ ク トルを用 いて推定する。1

次 モー ドの加速度応答値1Saの 計算 では、全体塑性率1μに応 じた等価周期1Teと 等価減衰1heを 考慮す

る。

1次 等価周期1Teは 、弾性1次 固有周期1T0よ り、式5.4.3に よ り算 出する。

(5.4.3)

ここに、1Qお よび1yは 、全体塑性率1μに対応する1次 等価せん断力お よび1次 等価変位である。E0

は、1次 等価せ ん断力 ―1次 等価変位 関係 における弾性剛性である。

粘性減衰 に起因する減衰定数は振動数比例型 とし、履歴減衰 に対す る等価粘性減衰定数heqは 式

4.1.13と 同様 に式5.4.4と す る。

(5.4.4)

等価減衰1heに 応 じて、加速度応答スペク トル値 に減衰補正係数Fhを 乗 じる。減衰補正係数Fhは

式5.4.5と する。

(5.4.5)

2次 モー ドの等価周期2Teは 、1次 等価周期1Taに 比例 して変化する もの と仮定 し、粘性減衰に起

因する減衰定数 は振動数比例型 とし、履歴減衰に対 する等価粘性減衰定数は1次 モー ドと同一 とす

る。

まず、弾性固有周期 を変動 因子 とした7種 類の12階 建 て構造 物 を対象に検討 を行 う。各構造物 は、

質量分布、剛性分布、耐力分布 などにばらつ きの少ない全層降伏型建物 (全層同時降伏 を指向 して

設計 した建物) であるので、塑性域 におけるモー ド形が、弾性の振動モー ドと等 しい と仮定できる

ものとす る。

2種 類の漸増載荷解析の実行例 を図5.4.1に 、地震応答解析 による最大応答値 と提案方法 による推

定値 の比較例 を図5.4.2に 示す。両図 とも、構造物12c、 加速度応答 スペク トルSa2を 対象に した も

のであ り、全体塑性率 は0.6, 2.0, 4.0の3種 類 とする。図5.4.1で は、2種 類の外力分布形の比較 と、

モー ドの直和お よびモー ドの差分 による層せん断力―層間変位 関係 を示 している。層せ ん断力―層

間変位関係 の図において、黒細線 は層 ご との層せ ん断力―層 間変位 関係であ り、赤線 あるいは緑線

は、全体塑性率が所定 の値 である ときの各層の層せん断力 ―層 間変位関係 を連結 した ものである。

図5.4.2で は、各 階床 の変位、各階梁お よび1層 柱脚の塑性率、各層 の層 間変位 、各層の層せん断力

について、地震応答解析 による5種 類 の最大応答値 と2種 類の漸増載荷解析結果 を比較 している。

加速度応答スペ ク トルSa2は 、構造物12cの2次 固有周期 に対応す る周期 における加速度応答が比

較的大 きいため、2次 モー ド比例外力分布形の影響が強 く、モー ドの直和 は下層部 の割 り増 しが大

き く、上層部の低減が大 きい外力分布形 とな り、モー ドの差分はその逆である。構造物12cで は、

全体塑性率の増大 に伴い加速度応答 スペ ク トル値の比 も増大するので、2種 類の外力分布形 におけ
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る偏 りもより顕著 になる。モー ドの直和は、等分布 に近いか、あるいは中層部が突 出 した外力分布

形であ り、モー ドの差分 は、著 しく上層部が突 出 した外力分布形である。

漸増載荷解析結果では、1次 等価変位が地震応答解析 による最大応答 と等 しくなる点 を解 として

抽出する。2種 類の漸増載荷解析 による床変位 と、地震応答解析 による床変位の最大応答 を比較す

ると、10層 付近の変位が等 しくなっている。これは、10層 付近で2次 刺激関数2β2uiが0.0と なるた

めであ り、それ より上層ではモー ドの差分が大 きく、下層ではモー ドの直和が大 きい。地震応答解

析 による最大応答 は、概 ね、2種 類の漸増載荷解析結果の間に収 まっている。2種 類の地震応答解

析結果 について、部材塑性率、層 間変形、層せん断力の分布 を比較す ると、いずれ も6層 付近で等

しい値 となっている。 これは、2次 刺激関数の隣 り合 う層 間の差2β2ui+1-2β2uiが6層 付近 で0.0

となるためであ り、それ より上層ではモー ドの差分が大 きく、下層 ではモー ドの直和が大 きい。部

材塑性率や層 間変形に関 して、地震応答解析 による最大応答は、6層 付近 を除けば、概ね、2種 類

の漸増載荷解析結果の間に収 まっている。層せん断力 に関する地震応答解析結果は、各層 で、2種

類 の漸増載荷解析結果の大 きい方に近い。

固有周期 を変動因子 とした構造物群の部材の塑性率の分布 について、地震応答解析結果 と提案方

法による推定値の比較 を図5.4.3に 示す。構造 物、加速度応答スペ ク トル、お よび全体塑性率 を掛 け

合わせた組み合 わせ は、全部で560通 りであるが、その うちの代表的 な9通 りについて示 している。

図5.4.3 (2) (4) (5) に示す解析例は、2種 類の漸増載荷解析 を行 うことの有効性 を示す例である。

5個 の地震応答解析結果の最大値は、下層部ではモー ドの直和による推定値 によって近似 され、上

層部ではモー ドの差分による推定値 によって近似 される。ほぼ全層で推定値が地震応答解析結果 を

上回るが、6層 付近のみ推定値が下 回る。2次 モー ド比例外力 による層せ ん断力は6層 付近 で0.0

であるため、6層 付近の応答の推定に関 しては、2通 りの漸増載荷解析 を行 う利点がない。6層 付

近の推定値に対す る地震応答解析結果の最大値の比 は、大部分の解析例 において1.0を 上回るが、概

ね1.30未 満である。

図5.4.3 (3) に示す解析例 で も、5個 の地震応答解析結果の最大値は、2種 類の漸増載荷 解析 によ

る推定値 より小 さい値 に収 まっているが、上層部において過大な推定値が与 えられる。図5.4.3 (2)

に示す解析例 と比較す ると、図5.4.3 (2)の 例 において1種 類だけ上層部増大型の応答 を示 したens1

のような応答が無い分、図5.4.3 (3) に示す解析例 ではモー ドの差分 による推定値が過大である。

図5.4.3 (7) に示す解析例で も、5個 の地震応答解析結果の最大値は、下層部ではモー ドの直和 よ

り小 さい値 に収 まり、上層部ではモー ドの差分 よ り小 さい値 に収まっているが、中上層部 において

やや過大な推定値が与 えられている。最上層部の推定値が地震応答解析結果の最大値 とほぼ等 しい

値 となる解析例では、その下の8～10層 で推定値が過大 となる場合が多 い。 これ らの解析例 では、

3次 以上の高次モー ドにより最上層部 の応答が特に増幅される と考 えられるが、提案方法では、3

次モー ド以上の比例外力 を考慮せず、その分の影響 を見込 んで2次 モー ド比例外力 を増大 させ てい

る。そのため、2次 モー ドの過大な見積 りが、最上層部を除 く上層部の過大評価 につ ながる。

図5.4.3 (6) に示す解析例では、tew1に 対す る応答のみ上層部の変形が突出 し、他の4種 類の地震

応答解析結果 とは異なる変形分布である。上層部 において、tew1を 除 く4種 類の地震応答解析結果

はモー ドの差分による推定値 よりも小 さい値であるが、tew1のみ12階 および13 (R) 階においてモー ド

の差分 による推定値 を大 きく超えている。全体塑性率1.0程 度では、構造 物内で降伏が生 じる部位 は、

5-4-4



地震動の時刻歴特性に大き く依存 し、 それ ゆ え、時刻歴特性の違いによる変形分布のば らつ きも大

き くなる場合がある。

図5.4.3 (1) に示す解析例では、上層部の推定値が過大であ る。固有周期の短い構造物と長周期卓

越型地震動の組み合わせ で は、 各次 モー ドは短周期であ るため 、地動慣性力が静的に作 用 し、 モ ー

ドの応答は同位相に近 い。 その た め、入力地震動の位相特性に依存せず、いずれの地震応答解析結

果 もモー ドの直和 に近 く、モ ー ドの 差分 による漸増載荷解析が余分 となる。

図5.4.3 (8)(9) に示す解析例では、2種 類の漸増載荷解析 による推定値は、特に上層部で過大であ

り、逆 に 6層 付近 にお ける過小 の度合いが他の解析例に比べて大 きい。全体塑性率が大 きい場合に

同様の傾向が見 られ る。 これ は、外力分布形における 2次 モ ー ド比例成分が大 き過 ぎるためである

と考 え られ る。

この よ うに、 2種 類の漸増載荷解析 を行 うことは極 めて有効であると言 えるが、外力分布形にお
ける2次 モ ー ド比例分の割合を示す係数 +α+お よび -α-に 関 しては検討の余地を残してい る。

(3) 2次 モー ドの 係数

2次 モ ー ドの係 数α+および α-を 式5.4.2の ように加速度応答スペ ク トル値の比で与えることに

す れ ば、係数α+お よび α_に影響を及ぼす因子 と して 、係数γ+お よび γ-、 応答スペク トル値を算

出する際の等価周期、等価減衰、および減衰補正 の4項目が挙げ られ る。 これ らはいずれ も理論的

に決定するのは難 しい項 目で ある ので 、係数 γ+お よび γ-は簡略的に1.0に 固 定 し、 等価減衰 およ

び減衰補正係数 について は 、(2) 推定値の算定例 に示 した方法 とし、こ こで は 、等価周期の採 り方

につ い てのみ検討するこ とにす る。等価周期の採 り方 と して、 以下の 4種類の方法を検討する。

方法1: 弾性固有周期1T0と する。

(5.4.6)

方法2: 全体塑性率1.0未 満 では最大応答点に対応す る周 期 とし、全体塑性率1.0以 上 で は降伏点に

対応する周期 とす る。

(5.4.7)

方法3: 方法4の 0.8倍 の 周期 とする。ただ し、それが弾性固有周期 より短 くなる場合 には、弾性固

有周期とす る。

(5.4.8)

方法4: 最大応答点に対応する周期 とす る。(2) 推定値の算定例 で用いた方法と同 じであ る。
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(5.4.9)

方法1お よび方法2は 、変形の分布は最大点 における周期特性ではな く、弾性時あるいは降伏点

付近の周期特性の影響 をより強 く受 けるであろう、 という推測 に基づいている。構造物 内の どの部

位で最初 に曲げ降伏 に達するかが、変形の分布 を決定する重要 な要因であると考 えられるか らであ

る。方法3は 、構造 物の弾塑性地震応答では、最大応答点に対応する周期で はな く、それよ りやや

短い周期の応答スペク トル特性の影響 を最 も強 く受 ける、 とい う一般的な考 えに基づいてお り、 こ

こでは等価周期の縮小係数を0.80と している。

等 価周 期 の与 え方 を変 え た解析 例 につい て、部材 の塑性 率の推 定値 の比較 を図5.4.4に 示 す 。こ こ

で は、構造 物12c、 加 速度応 答 スペ ク トルSa2、 全 体 塑性率4.0の 組 み合 わせ(以 下 、12c-Sa2-4.0と

略記)、 構造 物12e、 加 速度 応答 ス ペ ク トルSa4、 全 体 塑性 率3.6の 組 み合 わせ (12e-Sa4-3.6)、 構 造

物12g、 加速 度応答 スペ ク トルSa1、 全体 塑性 率2.4の 組 み合 わせ (12g-Sa1-2.4) の3種 類 の解析 例

を採 りあげ る。 なお、方 法4に よる解析 結果 は図4.3.3に 対 応 す る。

等 価周期 の与 え方 の違 い は、全 体 塑性 率 の変化 に伴 う加 速度 応 答 スペ ク トル値 の比 の 変化 が 大 き

い ほ ど、大 きな影響 を与 え る と考 え られ る。 構造 物12gと すべ ての加 速度応 答 ス ペ ク トル の組 み合

わせ や 、構 造物12eと 加 速度 応答 スペ ク トルSa4の 組 み合 わせ な どが これ に相 当す る。

図5.4.4に 示 した3例 の中で は、12e-Sa4-3.6に お い て、等価 周期 の違 い に よる推 定値 の差 が最 も

大 きい。最上 階 の梁の塑 性率 に関 して、方 法4を 基 準 にす る と、方法1は0.36倍 、方法2は0.63倍 、

方法3は0.89倍 で あ る。2階 の梁 の塑性率 につ いて は、方 法1は0.76倍 、 方法2は0.85倍 、 方法3.

は0.95倍 であ る。等価 周期 の違 い は、上層部 に対 して よ り大 きな影響 を与 え る。12g-Sa1-2.4に おい

て も、上 層部 の推 定値 は方法4321の 順 に大 き く、12e-Sa4-3.6と 比 較す る と全体 塑性 率 が小 さい

分、 各方 法の差 が小 さい 。

各 方法 による推定値 と地 震応答 解析 結果 とを比 較 す る と、方 法4で は上層 部 の推 定値 がか な り過

大で あ るが、等価 周期 を方 法2で 与 え られ る値 程 度 まで縮小 す る こ とに よ り、5種 類 の地 震応 答解

析 結 果 の最 大値 に よ り近 い推定値 が得 られ てい る。

(4) 3次 モ ー ドの考慮

モー ドの直和お よび差分 においては2次 モー ドまでのモー ド比例外力 しか考 えていないが、ここ

では、3次 モー ド比例外力分布形 を考慮す ることについて検討する。3次 モー ドを考慮 することは、

よ り細かい分布形に対応できる、あるいは、 より上層部突出型 または下層部突出型の分布の応答に

対応で きる、などの利点が考えられる反面、3モ ー ドの符号の組み合わせが倍増す る、2次 モー ド

と同様 に係数の設定方法が難 しい、な どの難点 もある。

3次 モー ドまで考慮することにより、式5.4.10に 示す4種 類の外力分布形がで きる。
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(5.4.10)

ここに、[M]:質 量マ トリクス、 iβ:i次 刺激係数、{iu}:i次 振動形である。係数iα+お よびiα-

は、外力分布形におけるi次 等価加速度 と1次 等価加速度 の比率 に相当 し、係数iα+は 正の値、 係

数iα-は 負の値 をとる。

3次 モー ドまでを考慮 した4種 類の外力分布形 による漸増載荷解析結果 と、2次 モー ドまでのモ

ー ドの直和お よび差分の2種 類による漸増載荷解析結果 について、部材の塑性率の 推定値の 比較 を

図5.4.5に、 層せん断力の比較 を図5.4.6に 示す。係数2α+お よび2α-は、(3) 2次 モー ドの係数 に

示 した方法2に よ り与え、係数3α+お よび3α-に ついて も同様 の方法で、3次 モー ドと1次 モー ド

の加速度応答スペ ク トル値 の比率 によ り与 えている。 なお、 式5.4.10に 示 した4種 類の外力分布形

を上から順 に、++,+-,-+,--と 略記 し、モー ドの直和 を+0、 モー ドの差分 を-0と 略

記 している。解析例 は、図5.4.4と 同 じ3種 類である。図5.4.6に おいて、層せん断力 は、該当層以

上の重量 で除 した層せん断力係数 として示 している。

部材塑性率 と層せ ん断力のいずれについても、9層 以上では-+が 最 も大 きく、6層 から8層 ま

では--が 最 も大 きい。モー ドの差分 は、-+お よび--の ほぼ平均値 である。下層部については、

1層 か ら3層 までは++が 最大であ り、4層 お よび5層 は+-が 最大である。モー ドの直和 は、+

+お よび+-の ほぼ平均値 である。3次 モー ドまで考慮 することにすれば、構造物の全部位 につい

て、2モ ー ドの直和お よび差分による推定値 を上回ることになる。

梁 の塑 性率 や層 間変位 につ い て、12c-Sa2-4.0や12e-Sa4-3.6で は、3次 モ ー ドを考慮 した場 合 の

推 定 値 の増 大 の割 合 は小 さい。 最上 層 の層 間変位 につ い て-+の-0に 対 す る比 は、12c-Sa2-4.0

で1.37、12e-Sa4-3.6で1.29で あ り、1層 の層 間変位 つ い て++の+0に 対 す る比 は、12c-Sa2-4.0

で1-15、12e-Sa4-3.6で1.12で あ る。 上層 部 の方 が3次 モー ドの影 響 は大 きい。12g-Sa1-2.4で は、

先 の2例 に比 べ る と、3次 モ ー ドを考 慮 す る こ とに よ る推 定値 の増大 の割合 が大 きい。 構 造物12g

にお いて は、1次 等 価周 期 が 変位 一定 領域 に入 るた め、 他 の構 造物 と比べ て3次 モ ー ドと1次 モ ー

ドの加速 度応 答 スペ ク トル値 の比率 が 大 き くな るので あ る。3次 モ ー ドを考慮 した場 合、 最 上層 の

層 間変位 は1-56倍 、1層 の層 間変位 は1.18倍 で あ る。地震 応答 解析 結 果 と比較 す る と、 上層 部 でか

な り過 大 で あ る。

このように、部材 の塑性率や層 間変位 に関 しては、3次 モー ドを考慮することによる効果は少 な

く、む しろ2次 モー ドまでの考慮 にとどめる方が地震応答解析結果 との適合性が良い。
一方、層せ ん断力 について、特 に最上層 においては、2モ ー ドの差分による推定値 を上回る最大

応答層せ ん断力 を示す地震応答解析結果が多 い。地震応答における高次モー ドによる上層部の応答

層せん断力の上昇 は、2モ ー ドの差分で考慮 し得 るものよ りも大 きい。この場合、3次 モー ドを正

側 に足 し合 わせた-+に よって、上層部の層せん断力 の推定値 はさらに増大 し、よ り近い推定値 を

得 ることがで きる。なお、層せん断力の割 り増 し係数 に関 しては、次項 にて検討する。
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